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第３章　計画の基本的考え方

１　基本理念
この計画は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有
するという基本的認識のもとに、次の３項目を基本理念として策定します。

１　基本理念
この計画は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有
するという基本的認識のもとに、次の３項目を基本理念として策定します。

(1)　未来を担う子どもたちが明るく健やかに成長できるような環境づくり
(1)　社会の希望であり、未来をつくる存在である子どもたちが、明るく健
やかに成長できるような環境づくり

基本指針

第１子ども・子育て支援の意義に関す
る事項

(2)　子どもを持ちたいと希望する人が安心して子どもを生み育てること
ができる社会づくり

(2)　子どもを持ちたいと希望する人が安心して子どもを生み育てること
ができる社会づくり

(3)　子どもを育てている人が子育てに伴う喜びを実感できるような環境
づくり

(3)　子どもを育てている人が、子育てや子どもの成長に喜びや生きがい
を感じることができるような環境づくり

基本指針

第１子ども・子育て支援の意義に関す
る事項

２　基本的視点
　この計画は、次の８項目を基本的視点として策定します。

２　基本的視点
　この計画は、次の７項目を基本的視点として策定します。

(1)　子どもの利益を尊重する。
子育ては男女が協力して行うべきとの視点に立ち、「児童憲章」の理念
のもとに、輝く未来と無限の可能性を持つすべての子どもの幸せを第一
に考え、子どもの利益を最大限に尊重した、子どものための計画としま
す。

(1)　子どもの最善の利益を尊重する。
子育ては男女が協力して行うべきとの視点に立ち、「児童憲章」の理念
のもとに、輝く未来と無限の可能性を持つすべての子どもの幸せを第一
に考え、子どもの最善の利益が実現される社会を目指す、子どものため
の計画とします。

基本指針
第１子ども・子育て支援の意義に関す

る事項

(2)　次世代の親づくりを図る。
子どもは次世代の親になるものとの認識のもとに、豊かな人間性を形成
し、自立して家庭を持つことができるよう、長期的な視野に立った子ども
の健全育成のための施策を推進します。

(2)　子どもの育ちを支援する。
一人一人の子どもが、かけがえのない個性ある存在として認められると
ともに、自己肯定感をもって育まれることが可能となる環境づくりに向け
た取組を進めます。

基本指針

第１の２　子どもの育ちに関する理念

(3)　利用者の立場に立つ。
子育てには、物的支援及び精神的支援を必要としますが、その支援策
を策定するに当たっては、常に、多様な個別のニーズに柔軟に対応で
きる利用者が利用しやすい子育て支援策とします。

(3)　利用者の立場に立つ。
妊娠・出産期から切れ目のない支援を行っていくこと、利用者に寄り添
いながら相談や適切な情報提供を行うことなど、常に、多様な個別の
ニーズに柔軟に対応できる利用者が利用しやすい子育て支援策としま
す。

基本指針

第１の３　子育てに関する理念と子ど
も・子育て支援の意義

「子ども・子育て支援事業計画素案（新）」と「第二期かごしま市すこやか子ども元気プラン（現行）」の比較

資料１－１
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(4)　社会全体で子育て支援を行う。
保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の
もとに、行政や企業、施設や学校、町内会などの地域社会が相互に協
力しあって、社会全体で子育て支援ができるような施策を推進します。

(4)　社会全体で子育て支援を行う。
保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識を
前提のもと、保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感
を和らげることができるよう、行政や企業、施設や学校、町内会などの
地域社会が相互に協力しあって、「親育ち」の過程を支援していくことを
含め、社会全体で子育てを支援していく施策を推進します。

基本指針

第1の３　子育てに関する理念と子ど

も・子育て支援の意義

基本指針
第１　子ども・子育て支援の意義に関

する事項

(5)　仕事と生活の調和の実現を目指す。
働き方の見直しを進め、仕事と生活の調和を実現することは、結婚や子
育てに関する希望を実現するために、また少子化対策の観点からも重
要であり、地域の実情に応じた取組を推進します。

(5)　 仕事と生活の調和の実現を目指す。
男女が子育ての喜びを実感しながら仕事を続けられる社会をつくるた
め、地域の実情に応じた取組を推進します。

基本指針

第５　労働者の職業生活と家庭生活
との両立が図れるようにするために必

要な雇用環境の整備に関する施策と
の連携に関する事項

(6)　すべての子どもと家庭への支援を行う。
子育てと仕事の両立支援のみならず、子育て家庭の孤立や負担感の増
大などの問題を踏まえ、広くすべての子どもと子育て家庭への支援を推
進します。

(4)､(5)に統合

(7)　地域における社会資源を効果的に活用する。
地域で子育てに関する活動を行うＮＰＯや育児サークル、母親クラブ、
あいご会、町内会をはじめとする様々な地域活動団体、事業者、民生委
員・児童委員及び高齢者などと協力して、地域での子育て支援を推進
します。
また、児童養護施設、保育所、幼稚園、児童センター、地域福祉館及び
学校施設等をはじめとする公共施設の活用を推進します。

(6)　地域における社会資源を効果的に活用する。
地域で子育てに関する活動を行うＮＰＯや育児サークル、母親クラブ、
あいご会、町内会をはじめとする様々な地域活動団体、事業者、民生委
員・児童委員及び高齢者などと協力して、地域での子育て支援を推進
します。
また、保育所、幼稚園、認定こども園、児童センターをはじめとする児童
福祉施設・学校施設及び地域福祉館等の公共施設の活用を推進しま
す。

文言整理

(8)　サービスの質を向上させる。
利用者が安心してサービスを利用できる環境を整備するために、人材
の資質の向上を図るなどサービスの質の向上を図るとともに、情報公開
やサービス評価等の取組を進めます。

(7)　サービスの質を向上させる。
利用者が安心してサービスを利用できる環境を整備するために、人材
の資質の向上を図るなどサービスの質の向上を図るとともに、情報公開
やサービス評価等の取組を進めます。
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第４章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制 追加

　国及び県等と連携し、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援
事業が適切に提供されるよう、計画的に提供体制を確保するとともに、そ
の利用を支援するため、それぞれの家庭や子どもの状況に応じ、子ども・
子育て支援給付を保障するとともに、地域子ども・子育て支援事業を実施
し、妊娠・出産期から切れ目ない支援を行います。

基本指針

第３の２　市町村子ども・子育て支援
事業計画の作成に関する基本的記

載事項

１　提供区域
　　　「子ども・子育て支援法第61条」により、地理的条件、人口、交通事
情その他の社会的条件及び教育・保育施設の整備状況等を総合的に
勘案して　「教育・保育提供区域」を設定することが義務付けられている
ことから、次のとおり「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」
の提供区域を定めます。

２　教育・保育の量の見込み並びに提供体制の確保の内容及びその実
施時期
　　保護者の就労状況及びその変化等のみならず、子どもの教育・保
育施設の利用状況等に配慮しつつ、柔軟に子どもを受入れるため、現
在の利用状況及び利用希望を踏まえ、次のとおり、量を見込み、提供
体制を確保していきます。

３　地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに提供体制の確保
の内容及びその実施時期
　　地域子ども・子育て支援事業についても、現在の利用状況及び利用
希望を踏まえ、次のとおり、量を見込み、提供体制を確保していきま
す。

４　子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該
教育・保育の推進に関する体制の確保の内容

(1)　認定こども園の設置数、設置時期その他認定こども園の普及
　　 に係る考え方

(2)　質の高い幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援の役割
     及びその推進方策

(3)　教育・保育施設と地域型保育事業、小学校との連携
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第5章　施策の展開
１　施策の体系 第３章→第５章

２　施策の概要 第３章→第５章

(1)　地域における子育て支援
地域社会は、子どもの成長の過程で重要な生活基盤であり、そこに住
む人々が協力して子どもを見守るという機能を果たしてきました。
近年、単身者や子どものいない世帯の増加や高齢化により、子どもの数
が減少し、地域社会の子育てへの協力関係が希薄になっている現状が
あります。
このため、専業主婦家庭等を含めたすべての子育て家庭への支援を行
う観点から、地域における様々な子育て支援サービスを推進するととも
に、学校の余裕教室など公共施設の余裕空間の子育て分野への活用
や町内会、母親クラブなど市民団体の活動の支援など、地域社会にお
ける子育て支援のための施策を実施します。

(１)　地域における子育て支援
地域社会は、子どもの成長の過程で重要な生活基盤であり、そこに住
む人々が協力して子どもを見守るという機能を果たしてきました。
近年、核家族化の進展や地域のつながりの希薄化により、祖父母や近
隣の住民等から、日々の子育てに対する助言、支援や協力を得ること
が困難な状況となっています。
このため、すべての子育て家庭への支援を行う観点から、地域における
様々な子育て支援サービスを推進するとともに、学校の余裕教室など公
共施設の余裕空間の子育て分野への活用や町内会、母親クラブなど市
民団体の活動の支援など、地域社会における子育て支援のための施策
を実施します。

基本指針

第１の１　子どもの育ち及び子育てを

めぐる環境

文言整理

①　地域における子育て支援サービスの推進
専業主婦家庭等を含めたすべての子育て家庭への支援を行う観点か
ら、地域における様々な子育て支援サービスの推進を図ります。

①　地域における子育て支援サービスの推進
共働き家庭等を含めたすべての子育て家庭を支援するため、地域での
様々な子育て支援サービスを推進します。

行動計画策定指針
下記「ア～エ」削除

ア　居宅における子どもの養育支援 削除

イ　施設における子どもの養育支援 削除

ウ　地域子育て支援拠点における相談対応及び情報の提供 削除

エ　地域の子どもの養育に関する情報の提供及び助言 削除

②　保育サービスの推進
子どもの幸せを第一に考えるとともに、利用者の生活実態及び意向を十
分に踏まえて、待機児童の解消に努めるなど保育サービスの提供体制
を整備します。
また、多様な保育需要に対応して、広く市民が利用しやすい保育サー
ビスの提供に努めます。

②　保育サービスの推進
多様な保育需要に対応して、広く市民が利用しやすい保育サービスの
提供に努めます。

文言整理

ア　要保育児童数に見合った受け入れ体制の確保 項目名のみ削除

イ　多様な保育サービスの展開 項目名のみ削除

ウ　保育士・幼稚園教諭等の研修の推進 項目名のみ削除

エ　認可外保育施設への支援 項目名のみ削除

③　子育て支援のネットワークによる情報発信、支援
子育て支援のネットワークづくりをさらに進めるとともに、すこやか子育て
交流館を拠点として、地域の子育て支援サービスや子育て支援団体等
の情報の集積、市民への発信や子育て支援団体等の活動支援などを
行い、子育て家庭の不安感、孤立感の解消を図ります。

③　子育て支援のネットワークによる情報発信、支援
子育て支援のネットワークづくりをさらに進めるとともに、すこやか子育て
交流館を拠点として、地域の子育て支援サービスや子育て支援団体等
の情報の集積、市民への発信や子育て支援団体等の活動支援などを
行い、子育て家庭の不安感、孤立感の解消を図ります。

④　子どもの健全育成
近年の都市化・核家族化等の進行による子どもを取り巻く環境の変化を
踏まえ、子どもが健やかに育つ環境づくりを目的として、地域において
子どもの健全育成を推進します。

④　子どもの健全育成
近年の都市化・核家族化等の進行による子どもを取り巻く環境の変化を
踏まえ、子どもが健やかに育つ環境づくりを目的として、地域において
子どもの健全育成を推進します。
また、国の「放課後子ども総合プラン」に基づく取組を推進します。
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⑤　公共施設の余裕空間の活用
子育て支援サービスの場として余裕教室等の公共施設の余裕空間を活
用します。

削除

⑥　児童センター等の活用
児童センターや地域福祉館の児童ルーム等を活用します。

削除

⑦　町内会や校区社会福祉協議会等への支援、連携
町内会や校区・地区社会福祉協議会、校区公民館、あいご会、老人ク
ラブなどの活動を支援するとともに、地域福祉ネットワークを推進するな
ど、地域の活動団体との連携を図り、地域における見守り活動や子育て
支援の推進を図ります。

⑤　町内会や校区社会福祉協議会等への支援、連携
町内会や校区社会福祉協議会、校区公民館、あいご会、老人クラブな
どの活動を支援するとともに、地域福祉ネットワークを推進するなど、地
域の活動団体との連携を図り、地域における見守り活動や子育て支援
の推進を図ります。

文言整理

⑧　民生委員・児童委員との協働
民生委員・児童委員や主任児童委員と連携・協力して、地域の状況の
把握に努めるとともに、地域における子育て家庭への支援の推進を図り
ます。
また、民生委員・児童委員のさらなる資質向上を目的として研修等を行
います。

⑥　民生委員・児童委員との協働
民生委員・児童委員や主任児童委員と連携・協力して、地域の状況の
把握に努めるとともに、地域における子育て家庭への支援の推進を図り
ます。
また、民生委員・児童委員のさらなる資質向上を目的として研修等を行
います。

⑨　市民団体や事業者等の自主的な活動の促進
母親クラブの育成やにこにこ子育て応援隊、地域のボランティア等の活
動支援など、ボランティアや市民団体、事業者等の自主的な子育て支
援活動を促進します。

⑦　市民団体や事業者等の自主的な活動の促進
母親クラブの育成やにこにこ子育て応援隊、地域のボランティア等の活
動支援など、ボランティアや市民団体、事業者等の自主的な子育て支
援活動を促進します。

(2)　母性及び乳幼児等の健康の確保及び増進
これまでの母子保健対策の成果を維持するとともに、低出生体重児の
増加や10代の妊娠中絶、性感染症の問題等への対策として、市民や関
係機関・団体が一体となって、安心して子どもを生み、ゆとりを持って健
やかに育てるための家庭や地域の環境づくりを進めていきます。

(2)　母性及び乳幼児等の健康の確保及び増進
これまでの母子保健対策の成果を維持するとともに、低出生体重児の
増加や10代の妊娠中絶、性感染症の問題等への対策として、市民や関
係機関・団体が一体となって、安心して子どもを生み、ゆとりを持って健
やかに育てるための家庭や地域の環境づくりを進めていきます。
また、地域で母子が安心して生活できるよう、妊娠・出産・産後における
切れ目ない支援が提供される母子保健対策の強化に努めます。

「健やか親子21（第2次）」基盤課題A

①　妊娠・出産に係る正しい知識の普及・啓発
妊娠及び出産の経過に満足することが将来のよい親子関係のスタートと
なることから、妊娠・出産に係る正しい知識の普及・啓発に努めます。

〃

　ア　妊婦健康診査の重要性の普及啓発 〃

　イ　妊娠中の喫煙、飲酒等についての啓発 〃

①　妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保
妊娠及び出産の経過に満足することが将来のよい親子関係のスタートと
なることから、妊娠早期からの保健指導の実施とともに、安全性を確保し
つつ、満足できる出産について、妊娠中の母親が主体的に選択できる
ように情報の提供を行います。

②　妊産婦・乳幼児に関する切れ目ない保健対策の充実
妊娠・出産・産後における切れ目ない支援の提供に努めるとともに、
安全性を確保しつつ、満足できる出産について、妊娠中の母親が主体
的に選択できるように情報の提供を行います。

「健やか親子21（第2次）」基盤課題A

行動計画策定指針　1-(2)-ｱ

　ア　母親の視点から見て満足できる妊娠・出産の普及 　ア　母親の視点から見て満足できる妊娠・出産の普及
　イ　妊娠・出産の安全性の確保 　イ　妊娠・出産・育児における切れ目ない支援 「健やか親子21（第2次）」基盤課題A

　ウ　妊婦にやさしい環境づくり 　ウ　妊婦にやさしい環境づくり
　エ　産後の心の支援 　エ　産後の心の支援
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現　　　行 改　　正　　案 備　　　考

②　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減
子育ての楽しさと愛着形成を通して親自身が成長できるような育児環境
を確保するとともに、未熟児など親にとって育てにくい要素を持つ子ども
へ優先的に支援を行い、育児不安によるストレスの軽減に努めます。

③　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減
子育ての楽しさと愛着形成を通して親自身が成長できるような育児環境
を確保するとともに、未熟児など親にとって育てにくい要素を持つ子ども
へ優先的に支援を行い、育児不安によるストレスの軽減に努めます。

　ア　父親と母親が育児を楽しめるための支援 　ア　父親と母親が育児を楽しめるための支援
　　(ｱ)　きめ細やかな相談と育児に関する情報提供の実施 　　(ｱ)　きめ細やかな相談と育児に関する情報提供の実施
　　(ｲ)　仲間づくりの視点を取り入れた健康診査・教育の実施 　　(ｲ)　仲間づくりの視点を取り入れた健康診査・教育の実施
　　(ｳ)　同じ課題を持つ親への支援
　　(ｴ)　父親が参加しやすい「健康教室」の実施 　　(ｳ)　父親が参加しやすい「健康教室」の実施

　イ　妊娠期からの児童虐待防止対策 「健やか親子21（第2次）」重点課題②

　イ　温かい見守りのできる環境づくり 　ウ　子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり 「健やか親子21（第2次）」基盤課題C

　　(ｱ)　医療、保健、福祉、地域との連携 　　(ｱ)　医療、保健、福祉、地域との連携
　　(ｲ)　地域における育児支援の推進 　　(ｲ)　地域における育児支援の推進
　　(ｳ)　母子保健にかかわる関係者の研修会の実施 　　(ｳ)　母子保健にかかわる関係者の研修会の実施

　エ　育てにくさを感じる親に寄り添う支援 「健やか親子21（第2次）」重点課題①

　　(ｱ)　 相談支援 〃

　　(ｲ)　 同じ課題を持つ親への支援 〃

　　(ｳ)　 養育支援を必要とする乳幼児の早期発見・早期支援 〃

　　(ｴ)　 発達に気がかりがある子どもの早期発見・早期支援 〃

　　(ｵ)　 保育所・幼稚園等との連携 〃

④　思春期の保健対策の強化と健康教育の推進
10代の性に関する健全な意識のかん養と、性や性感染症予防に関する
正しい知識の普及や学校における性教育の推進を図るとともに、飲酒、
喫煙、薬物乱用に関する教育や、学童期・思春期における心の問題等
について、専門家による相談の推進を図ります。

④　学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実と健康教育の
推進
10代の性に関する健全な意識のかん養と、妊娠・出産や性感染症予防
に関する正しい知識の普及や学校における性教育の推進を図るととも
に、　飲酒、喫煙、薬物乱用に関する教育や、学童期・思春期から成人
期に向けた心の問題等について、専門家による相談の推進を図ります。

「健やか親子21（第2次）」基盤課題B

行動計画策定指針　1-(2)-ｳ

　ア　思春期の健康づくりと性教育の環境整備 　ア　思春期の健康づくりと性教育の環境整備
　　 　　(ｱ)　生と性（命の大切さ、妊娠出産のしくみ、避妊、性感染症）の教育の推進 　　　 　(ｱ)　生と性（命の大切さ、妊娠出産のしくみ、避妊、性感染症）の教育の推進

　　(ｲ)　健康な生活習慣が身につくための情報の提供 　　(ｲ)　健康な生活習慣が身につくための情報の提供
　イ　思春期相談の推進 　イ　思春期相談の推進
　ウ　市民や関係機関への情報の提供と協力体制の構築 　ウ　市民や関係機関への情報の提供と協力体制の構築

③　食育の推進
「かごしま市食育推進計画」に基づき、健全な食生活・食習慣、食の安
全などの施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、妊娠期及び乳
幼児期から思春期まで発達段階に応じた食に関する指導を実施し、心
と身体の健康づくりを推進します。

⑤　食育の推進
「第二次かごしま市食育推進計画」に基づき、健全な食生活・食習慣、
食の安全などの施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、妊娠期
及び乳幼児期から思春期まで発達段階に応じた食に関する指導を実
施し、心と身体の健康づくりを推進します。

文言整理
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現　　　行 改　　正　　案 備　　　考
⑤　小児保健医療の推進
安心して子どもを生み、健やかに育てることができるように、乳幼児突然
死症候群（ＳＩＤＳ）予防対策や予防接種の推進、歯科保健の推進など、
小児保健医療水準の向上に努め、疾病や障害の早期発見・対応を図り
ます。

⑥　小児保健医療の推進
安心して子どもを生み、健やかに育てることができるように、乳幼児　突
然死症候群（ＳＩＤＳ）予防対策や予防接種の推進、歯科口腔保健の
推進など、小児保健医療水準の向上に努め、疾病や障害の早期発見・
対応を図ります。

文言整理

　ア　小児保健医療水準の向上 　ア　小児保健医療水準の向上
　　(ｱ)　小児保健医療体制の整備 　　(ｱ)　小児保健医療体制の整備
　　(ｲ)　医療費負担の軽減 　　(ｲ)　医療費負担の軽減
　イ　乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）予防対策の推進 　イ　乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）予防対策の推進
　ウ　予防接種推進への取組 　ウ　予防接種推進への取組
　エ　不慮の事故防止対策への取組 　エ　不慮の事故防止対策への取組
　オ　歯科保健の推進 　オ　歯科口腔保健の推進 文言整理

⑥　慢性疾患を持つ子どもの保護者への支援
小児慢性特定疾患治療研究事業を着実に推進するとともに、親が抱え
る不安の解消に努めます。

⑦　小児慢性特定疾病対策の推進
小児慢性特定疾病医療費助成事業を着実に推進し、親が抱える不安
の解消に努めるとともに、慢性疾病を抱える子ども及びその家族が安心
して暮らせる地域社会の実現に努めます。

行動計画策定指針　2-(2)-ｵ

　ア　慢性疾病児童等地域支援協議会の設置 〃

　ア　個別支援の推進 　イ　個別支援の推進
　イ　保護者の医療費負担の軽減 　ウ　保護者の医療費負担の軽減

　エ　小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の取り組み 〃

⑦　不妊治療対策の推進
特定不妊治療に要する費用の助成を実施するとともに、不妊治療に関
する相談などの推進を図ります。

⑧　不妊に悩む方に対する支援の充実
特定不妊治療に要する費用の助成を実施するとともに、不妊治療に関
する相談などの推進を図ります。

行動計画策定指針　2-(2)-ｶ

(3)　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備
子どもがそれぞれの発達の段階において、心身の健やかな成長ができ
るように、教育環境の整備に努めます。また、自ら学び、自ら考える力を
身につけることができるような教育や豊かな心を育てる教育、個性を尊
重する教育の実施など教育内容・方法の改善が図られるような施策を推
進します。
また、子どもに豊かな体験の場を提供し、子ども同士の集団形成を支
え、社会性を培うような施策を推進します。

 (3)　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備
子どもがそれぞれの発達の段階において、心身の健やかな成長ができ
るように、教育環境の整備に努めます。また、自ら学び、自ら考える力を
身につけることができるような教育や豊かな心を育てる教育、個性を尊
重する教育の実施など教育内容・方法の改善が図られるような施策を推
進します。
また、子どもに豊かな体験の場を提供し、子ども同士の集団形成を支
え、社会性を培うような施策を推進します。

①　次世代の親の育成
男女が協力して家庭を築き、子どもを生み育てることに夢を持てる社会
の形成につながるような学習機会を提供するとともに、広報・啓発に努
めます。

①　次世代の親の育成
男女が協力して家庭を築き、子どもを生み育てることに夢を持てる社会
の形成につながるような学習機会を提供するとともに、広報・啓発に努
めます。
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現　　　行 改　　正　　案 備　　　考

②　子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備
各学校が特色ある教育活動を展開するなかで、「確かな学力」「豊かな
心」「健やかな体」の調和の取れた「生きる力」の育成を図るとともに、個
性を伸ばす教育を推進します。

②　子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備
各学校が特色ある教育活動を展開するなかで、「確かな学力」「豊かな
心」「健やかな体」の調和の取れた「生きる力」の育成を図るとともに、個
性を伸ばす教育を推進します。

ア　確かな学力の育成 ア　確かな学力の育成
イ　豊かな心の育成 イ　豊かな心の育成
ウ　健やかな体の育成 ウ　健やかな体の育成
エ　信頼される学校づくり エ　信頼される学校づくり
オ　幼児教育の推進 オ　幼児教育の推進

③　家庭や地域の教育力の向上
親子関係の現状や子どもの発達段階に応じた家庭教育に関する親の
学習機会の推進を図りながら、家庭・学校・地域が一体となった地域ぐる
みの学習・実践活動を展開します。

③　家庭や地域の教育力の向上
親子関係の現状や子どもの発達段階に応じた家庭教育に関する親の
学習機会の推進を図りながら、家庭・学校・地域が一体となった地域ぐる
みの学習・実践活動を展開します。

ア　家庭教育への支援 ア　豊かなつながりの中での家庭教育への支援 行動計画策定指針　5-(3)-ｳ

イ　地域の教育力の向上 イ　地域の教育力の向上

④　有害環境から子どもを守る対策の推進
非行の防止と早期発見のために、相談活動や補導活動の推進を図ると
ともに、雑誌やテレビ、携帯電話等を介したインターネット上の性や暴力
等の有害情報やいじめに対し、関係機関・団体、地域住民等と連携・協
力をして、取組を進めます。

④　有害環境から子どもを守る対策の推進
非行の防止と早期発見のために、相談活動や補導活動の推進を図ると
ともに、雑誌やテレビ、携帯電話等を介したインターネット上の性や暴力
等の有害情報やいじめに対し、関係機関・団体、地域住民等と連携・協
力をして、取組を進めます。

(4)　子育てを支援する生活環境の整備
子育て世帯の住宅の確保を図るため、市営住宅や優良賃貸住宅の整
備と子どもの遊びの場である公園緑地の拡大に努めます。
また、安心して子どもと外出ができるように公共施設に子ども用の設備
の設置を促進するとともに、子どもが安心して安全に通行できる道路交
通環境の整備に努めます。

(4)　子育てを支援する生活環境の整備
子育て世帯の住宅の確保を図るため、市営住宅の整備や子どもの遊び
の場である公園緑地の拡大に努めます。
また、安心して子どもと外出ができるように公共施設に子ども用の設備
の設置を促進するとともに、妊産婦や子どもが安心して安全に通行でき
る道路交通環境の整備に努めます。

文言整理

行動計画策定指針　5-(4)-ｳ

①　良質な住宅の確保
建替等にあたっては、家族構成に応じた多様な市営住宅の整備に努め
ます。
また、子どものいる世帯に対する市営住宅における優先入居等を実施
します。

①　良質な住宅の確保
建替等にあたっては、家族構成に応じた多様な市営住宅の整備に努め
ます。
また、子どものいる世帯に対する市営住宅における優先入居等を実施
します。

②　良好な居住環境の確保
住みよい環境づくりと地域活動の活性化を図るとともに、環境負荷の軽
減に配慮した住まいづくりや、省エネルギー建材等の使用に関する情
報提供を行い、環境共生住宅の普及に努めます。

②　良好な居住環境の確保
住みよい環境づくりと地域活動の活性化を図るとともに、環境負荷の軽
減に配慮した住まいづくりや、省エネルギー建材等の使用に関する情
報提供を行い、環境共生住宅の普及に努めます。
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現　　　行 改　　正　　案 備　　　考

③　安全な道路交通環境の整備
すべての人々が、安全かつ快適に歩行や移動ができ、さまざまな社会
活動等に参加できるよう、歩道の段差解消や勾配の緩和等バリアフリー
やユニバーサルデザインに配慮した道路の整備に努めます。

③　安全な道路交通環境の整備
すべての人々が、安全かつ快適に歩行や移動ができ、さまざまな社会
活動等に参加できるよう、歩道の段差解消や勾配の緩和等バリアフリー
やユニバーサルデザインに配慮した道路の整備に努めます。

④　安心して外出できる環境の整備
少子高齢化の進行に対応したバリアフリーのまちづくりを推進するととも
に、安全で住みよい環境の整備を進めます。

④　安心して外出できる環境の整備
少子高齢化の進行に対応したバリアフリーのまちづくりを推進するととも
に、安全で住みよい環境の整備を進めます。

⑤　安心・安全のまちづくりの推進等
防犯に対する意識の高揚を図るため、広報活動や各地区の防犯団体
等の育成強化に努めるとともに、防犯灯等の整備を促進します。
また、関係機関との連携協力を深め、明るいまちづくりを推進します。

⑤　安心・安全のまちづくりの推進等
犯罪や交通事故、自然災害を未然に防止し、安心して暮らすことのでき
る安全なまちづくりを推進するため、各地区の防犯団体や防犯パトロー
ル隊等への支援を行うとともに、地域の安全確保に関する自主的な活
動の促進を図ります。
また、防犯灯の整備を促進し、明るく住みよいまちづくりを推進します。

文言整理

(5)　職業生活と家庭生活との両立の推進
男性を含めたすべての人が、仕事時間と生活時間のバランスがとれる多
様な働き方を選択できるようにするとともに、「働き方の見直し」を進める
ことが必要です。また、職場優先の意識や子育ては女性の役割といった
固定的な性別役割分担意識を改め、男女がともに子育てができる働き
やすい環境づくりを進めることが必要です。
そのため、保育サービスや放課後児童健全育成事業等、多様な働き方
に対応した子育て支援を推進するとともに、労働者、事業主、地域住民
等の意識改革を図るための広報・啓発、情報提供を積極的に推進しま
す。

(5)　職業生活と家庭生活との両立の推進
育児休業及び短時間勤務等の柔軟な働き方に係る制度を利用しやす
い環境整備を促進する等、子育て期間中を含めた男女の「働き方の見
直し」を進め、仕事と生活の調和の双方を実現することが必要です。
そのため、保育サービスや放課後児童健全育成事業等、多様な働き方
に対応した子育て支援を推進するとともに、労働者、事業主、地域住民
等の意識改革を図るための広報・啓発、情報提供を積極的に推進しま
す。

行動計画策定指針　5-(5)

基本指針

第5　労働者の職業生活と家庭生活と
の両立が図れるようにするために必要

な雇用環境の整備に関する施策との
連携に関する事項

①　市民や事業主への広報・啓発、情報提供
仕事と生活の調和の実現に向けて、国、県、関係団体等と連携をとりな
がら、労働者、事業主、地域住民等の意識改革を図るための広報・啓
発、情報提供に努めます。

①　市民や事業主への広報・啓発、情報提供
仕事と生活の調和の実現に向けて、国、県、関係団体等と連携をとりな
がら、労働者、事業主、地域住民等の意識改革を図るための広報・啓
発、情報提供に努めます。

②　保育サービス等の提供のための基盤整備
保育計画に基づく保育所待機児童解消策や放課後児童健全育成事業
の積極的な推進等、多様な働き方に対応した子育て支援を推進しま
す。

②　保育サービス等の提供のための基盤整備
保育所等整備計画に基づく待機児童解消策や放課後児童健全育成事
業の積極的な推進等、多様な働き方に対応した子育て支援を推進しま
す。

文言整理

(6)　子どもの安全の確保
子どもを交通事故から守るため、警察、保育所、幼稚園、学校、関係団
体等との連携・協力体制の強化を図り、総合的な交通事故防止対策を
推進するとともに、子どもを犯罪等の被害から守るための関係機関・団
体との連携、情報交換、犯罪等の被害に遭った子どもへの支援を行い
ます。
また、子どもが自らの安全を守る能力を育てる安全教育を推進します。

(6)　子どもの安全の確保
子どもを交通事故から守るため、警察、保育所、幼稚園、学校、関係団
体等との連携・協力体制の強化を図り、総合的な交通事故防止対策を
推進するとともに、子どもを犯罪等の被害から守るための関係機関・団
体との連携、情報交換、犯罪等の被害に遭った子どもへの支援を行い
ます。
また、子どもが自らの安全を守る能力を育てる安全教育を推進します。

9



現　　　行 改　　正　　案 備　　　考

①　子どもの交通安全を確保するための活動の推進
運転者、歩行者等の道路利用者に対する交通法令等の遵守や、交通
マナーやモラルの向上など交通安全意識の高揚に努めます。

①　子どもの交通安全を確保するための活動の推進
運転者、歩行者等の道路利用者に対する交通法令等の遵守や、交通
マナーやモラルの向上など交通安全意識の高揚に努めます。

ア　交通安全教育の推進 ア　交通安全教育の推進

イ　登校・登園時の交通安全の確保 イ　登校・登園時の交通安全の確保

ウ　チャイルドシートの正しい使用の徹底 ウ　チャイルドシートの正しい使用の徹底

エ　自転車の安全利用の推進 エ　自転車の安全利用の推進

②　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進
市民一人ひとりの防犯など様々な危険に対する意識の高揚・啓発や学
校付近、通学路等の安全対策を推進します。

②　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進
市民一人ひとりの防犯など様々な危険に対する意識の高揚・啓発や学
校付近、通学路等の安全対策を推進します。

③　被害に遭った子どもへの支援
犯罪、いじめ、児童虐待等の被害に遭った子どもの精神的ダメージを軽
減し、立ち直りを支援する取組を実施します。

③　被害に遭った子どもへの支援
犯罪、いじめ、児童虐待等の被害に遭った子どもの精神的ダメージを軽
減し、立ち直りを支援する取組を実施します。

(7)　児童虐待対策の推進
虐待の背景は多岐にわたることから、児童虐待を防止し、すべての子ど
もの健全な心身の成長、ひいては社会的自立を促していくため、発生予
防から早期発見・早期対応、保護・支援・アフターケアに至るまでの切れ
目のない総合的な支援を図ります。

(7)　児童虐待対策の推進
虐待の背景は多岐にわたることから、児童虐待を防止し、すべての子ど
もの健全な心身の成長、ひいては社会的自立を促していくため、発生予
防から早期発見・早期対応、保護・支援・アフターケアに至るまでの切れ
目のない総合的な支援を図ります。

①　きめ細やかな相談の実施
児童虐待に関する相談について、家庭児童相談室での相談や育児支
援事業による各種相談など、きめ細やかな相談の実施により、保護者に
対する適切な助言・指導を行うとともに、継続的な見守りを行うなど、再
発の防止に努めます。

①　きめ細やかな相談の実施
児童虐待に関する相談について、家庭児童相談室での相談や育児支
援事業による各種相談など、きめ細やかな相談の実施により、保護者に
対する適切な助言・指導を行うとともに、継続的な見守りを行うなど、再
発の防止に努めます。

②　関係機関等との連携
要保護児童対策地域協議会において、県児童総合相談センターなど
の関係機関・団体との連携を図り、早期発見・早期対応に努めるととも
に、必要に応じ、虐待を受けた子どもの保護を図ります。
また、民生委員・児童委員や保育所・幼稚園などの地域との連携によ
り、児童虐待の恐れのある親子を見守り、支援します。

②　関係機関等との連携
要保護児童対策地域協議会において、県中央児童相談所などの関係
機関・団体との連携を図り、早期発見・早期対応に努めるとともに、必要
に応じ、虐待を受けた子どもの保護を図ります。
また、民生委員・児童委員や保育所・幼稚園などの地域との連携によ
り、児童虐待の恐れのある親子を見守り、支援します。

文言整理

③　児童虐待防止の意識啓発及び通報先の広報
児童虐待についての認識を高めるよう意識啓発を図るとともに、虐待が
疑われたときの通報先などに関する広報・啓発に努めます。

③　児童虐待防止の意識啓発及び通報先の広報
児童虐待についての認識を高めるよう意識啓発を図るとともに、虐待が
疑われたときの通報先などに関する広報・啓発に努めます。

④　育児不安を抱える家庭への支援
育児に対する不安等の養育上のストレスなどを抱えている保護者への
助言・指導を行うとともに、発生予防・早期発見等に努めます。
また、保健師などの家庭訪問や育児サークルへの参加を勧めることなど
により、子育て家庭が孤立しないように努めます。

④　育児不安を抱える家庭への支援
育児に対する不安等の養育上のストレスなどを抱えている保護者への
助言・指導を行うとともに、発生予防・早期発見等に努めます。
また、保健師などの家庭訪問や育児サークルへの参加を勧めることなど
により、子育て家庭が孤立しないように努めます。
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現　　　行 改　　正　　案 備　　　考

(8)　ひとり親家庭の自立支援の推進
離婚の増加等によりひとり親家庭が増加している中で、ひとり親家庭の
子どもの健全な育成を図るために、自立と就業の支援に主眼を置き、子
育てや生活支援策、就業支援策及び経済的支援策について総合的な
対策の実施を図ります。

 (8)　ひとり親家庭の自立支援の推進
離婚の増加等によりひとり親家庭が増加しており、また、ひとり親家庭の
貧困率が５０％を超えている中で、ひとり親家庭の子どもの健全な育成
を図るとともに、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、子どもの
貧困対策に努めます。
このようなことから、自立と就業の支援に主眼を置き、子育てや生活支援
策、就業支援策及び経済的支援策について総合的な対策の実施を図
ります。

子どもの貧困関係を追加し、文言整

理

①　きめ細やかな相談の実施
ひとり親家庭の悩み等へのきめ細やかな相談を実施します。

①　きめ細やかな相談の実施
ひとり親家庭の悩み等へのきめ細やかな相談を実施します。

②　子育てや生活に関する支援
ひとり親家庭の自立を支援するため、家庭生活支援員の派遣を行うとと
もに、互いに情報交換・交流ができる場の提供等により、子育てや生活
の支援を行います。

②　子育てや生活に関する支援
ひとり親家庭の自立を支援するため、家庭生活支援員の派遣を行うとと
もに、互いに情報交換・交流ができる場の提供等により、子育てや生活
の支援を行います。

③　就業に関する支援
雇用の促進を図るため、就業相談や就労のための講習会等を実施する
とともに、就業支援の実施にあたっては、公共職業安定所等と十分に連
携し、効果的な実施に努めるなど各面から支援を行います。

③　就業に関する支援
雇用の促進を図るため、就業相談や就労のための講習会等を実施する
とともに、就業支援の実施にあたっては、公共職業安定所等と十分に連
携し、効果的な実施に努めるなど各面から支援を行います。

④　養育費の確保
養育費支払いについての社会的気運の醸成や養育費についての取決
めの促進を図るために、広報・啓発に努めます。

④　養育費の確保
養育費支払いについての社会的気運の醸成や養育費についての取決
めの促進を図るために、広報・啓発に努めます。

⑤　経済的な支援
児童扶養手当をはじめとする各種手当、医療費の助成、各種貸付制度
等により、ひとり親家庭に対する経済的な支援を行います。

⑤　経済的な支援
児童扶養手当をはじめとする各種手当、医療費の助成、各種貸付制度
等により、ひとり親家庭に対する経済的な支援を行います。

(9)　障害のある子どもへの支援
障害のある子ども及び保護者に対する早期からの相談・療育・援助及び
健常児との統合保育により、障害のある子どもの健全な発達を支援しま
す。
また、身近な地域で安心して生活できるようにするとともに、保護者の悩
み解消と障害の軽減・自立の促進が図れるような施策を推進します。

 (9)　障害のある子どもへの支援
障害のある子ども及び保護者に対する早期からの相談・療育・援助及び
健常児との統合保育により、障害のある子どもの健全な発達を支援しま
す。
また、身近な地域で安心して生活できるようにするとともに、保護者の悩
み解消と障害の軽減・自立の促進が図れるような施策を推進します。

①　障害の早期の発見及び対応の推進
妊婦及び乳幼児健康診査や各種相談等の推進に努めるとともに、保
健・医療・福祉の連携を図り、障害の早期発見、早期治療や療育、保護
者の支援等に努めます。

①　障害の早期の発見及び対応の推進
妊婦及び乳幼児健康診査や各種相談等の推進に努めるとともに、保
健・医療・福祉の連携を図り、障害の早期発見、早期治療や療育、保護
者の支援等に努めます。

②　障害のある乳幼児への保育の推進
保育所や幼稚園において、障害児保育を推進します。

②　障害のある乳幼児への保育の推進
保育所や幼稚園等において、障害児保育を推進します。

文言整理
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現　　　行 改　　正　　案 備　　　考

③　障害のある児童生徒への教育の推進
発達障害などの障害のある子どもについて、適切な教育を行います。

③　障害のある児童生徒への教育の推進
発達障害などの障害のある子どもについて、適切な教育を行います。

④　障害のある子どもの生活の支援と社会参加の促進
障害のある子どもとその家族の在宅生活の質の向上と福祉の増進を図
るため、補装具・日常生活用具の給付等を実施するとともに、介護をす
る家族の負担軽減を図るため、家庭へのホームヘルパーの派遣や施設
での短期入所を実施します。
また、障害のある児童生徒が、放課後や夏休み等の長期休業中に安心
して過ごせるような活動を推進、支援するとともに、障害の状況に対応し
た情報の提供や友愛パスの交付などにより社会参加を促進します。

④　障害のある子どもの生活の支援と社会参加の促進
障害のある子どもとその家族の在宅生活の質の向上と福祉の増進を図
るため、補装具・日常生活用具の給付等を実施するとともに、介護をす
る家族の負担軽減を図るため、家庭へのホームヘルパーの派遣や施設
での短期入所を実施します。
また、障害のある児童生徒が、放課後や夏休み等の長期休業中に安心
して過ごせるような活動を推進、支援するとともに、障害の状況に対応し
た情報の提供や友愛パスの交付などにより社会参加を促進します。

⑤　経済的な支援
障害の状況に応じ手当を支給するとともに、医療費を助成するなど福祉
の増進を図ります。

⑤　経済的な支援
障害の状況に応じ手当を支給するとともに、医療費を助成するなど福祉
の増進を図ります。

(10) 配偶者等からの暴力に対する対策の推進
配偶者等に暴力その他の心身に有害な影響を及ぼす言動を行うこと
は、個人の尊厳を害し、男女平等の実現を妨げることになります。
また、その暴力や言動を見聞きする子どもに与える影響は、大きいもの
があります。
このような状況を改善するため、配偶者等からの暴力や子どもに与える
影響について正しい認識を持つための広報・啓発に努めるとともに、関
係機関と密接に連携して被害者を支援する体制を整えます。

 (10) 配偶者等からの暴力に対する対策の推進
配偶者等に暴力その他の心身に有害な影響を及ぼす言動を行うこと
は、個人の尊厳を害し、男女共同参画を妨げることになります。
また、その暴力や言動を見聞きする子どもに与える影響は、大きいもの
があります。
このような状況を改善するため、配偶者等からの暴力や子どもに与える
影響について正しい認識を持つための広報・啓発に努めるとともに、関
係機関と密接に連携して被害者を支援する体制を整えます。

文言整理

①　きめ細やかな相談の実施
配偶者等からの暴力や子どもに与える影響について正しい認識を持つ
ための広報・啓発に努めます。
また、関係機関と密接に連携し、きめ細やかな相談の実施により、早期
発見・早期対応に努めます。

①　きめ細やかな相談の実施
配偶者等からの暴力や子どもに与える影響について正しい認識を持つ
ための広報・啓発に努めます。
また、関係機関と密接に連携し、きめ細やかな相談の実施により、早期
発見・早期対応に努めます。

②　緊急一時保護の実施及び自立への支援
母子が配偶者等からの暴力により、緊急一時的に保護を必要とする場
合に、一時保護を行うとともに、暴力を受けた母子の自立を促進するた
めに、母子の生活の場を提供し、社会的復帰に向けて、助言・指導を行
います。
また、暴力を受けた母子のカウンセリングを行うなど、精神的な支援に努
めます。

②　緊急一時保護の実施及び自立への支援
母子が配偶者等からの暴力により、緊急一時的に保護を必要とする場
合に、一時保護を行うとともに、暴力を受けた母子の自立を促進するた
めに、母子の生活の場を提供し、社会的復帰に向けて、助言・指導を行
います。
また、暴力を受けた母子のカウンセリングを行うなど、精神的な支援に努
めます。
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現　　　行 改　　正　　案 備　　　考

(11) 子育てに対する経済的支援
子どもを養育している家庭においては、精神的、身体的な負担もさること
ながら、保育料や教育費などの経済的負担は、大きなものがあります。
このため、保育料や教育費の軽減などの子育てに伴う経済的負担の軽
減に努めます。

(11) 子育てに対する経済的支援
子どもを養育している家庭においては、精神的、身体的な負担もさること
ながら、保育料や教育費などの経済的負担は大きなものがあるため、子
育てに伴う経済的負担の軽減に努めます。
このことは、子どもの貧困対策にも資するものとなります。

子どもの貧困関係を追加し、文言整

理

①　保育料等の軽減
保護者の経済的負担を減らすため、保育所の保育料を国が定める基準
より軽減し、私立幼稚園保育料の補助を行います。
また、保育所や私立幼稚園に入所する第３子以降の子どもを有する世
帯の経済的負担を軽減します。

①　保育料等の軽減
保護者の経済的負担を減らすため、保育所等の保育料を国が定める基
準より軽減し、私立幼稚園保育料の補助を行うとともに、保育所等の利
用に必要な物品の購入等に要する費用を助成します。
また、保育所や私立幼稚園等に入所する第３子以降の子どもを有する
世帯の経済的負担を軽減します。

文言整理

②　保育所及び幼稚園への助成
職員の資質向上と保育・教育内容の向上を図るため、私立保育所や私
立幼稚園に助成します。

②　保育所及び幼稚園への助成
職員の資質向上と保育・教育内容の向上を図るため、私立保育所や私
立幼稚園に助成します。

③　各種手当の支給
子育て家庭の保護者が、ゆとりをもって子育てができるよう、各種手当を
支給します。

③　各種手当の支給
子育て家庭の保護者を支援するため、各種手当を支給します。

④　乳幼児等の医療費助成
乳幼児やひとり親家庭、障害のある子どもに対して、医療費の一部を助
成します。

④　子どもやひとり親の医療費助成
子どもやひとり親家庭に対して、医療費の一部を助成します。

文言整理

⑤　学校教育における助成
義務教育における学用品等の費用の一部を助成するとともに、高等学
校等の生徒に対する奨学金の貸与を行います。
また、教職員の研修、教材等の充実を図るため、私立高等学校に助成
します。

⑤　学校教育における助成
義務教育における学用品等の費用の一部を助成するとともに、高等学
校等の生徒に対する奨学金の貸与を行います。
また、教職員の研修、教材等の充実を図るため、私立高等学校に助成
します。
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